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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第２四半期連結
累計期間

第51期
第２四半期連結
累計期間

第50期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　９月30日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 23,780,694 22,883,266 45,675,569

経常利益 （千円） 3,646,150 2,946,381 6,165,469

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 2,570,855 2,010,057 4,566,674

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,605,433 2,012,566 4,631,490

純資産額 （千円） 43,874,416 47,241,079 45,576,492

総資産額 （千円） 55,994,037 59,612,829 56,949,508

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 214.25 167.51 380.58

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.36 79.25 80.03

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 4,759,394 3,979,004 8,167,901

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △2,139,972 △1,146,329 △4,875,493

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △681,122 △164,300 △1,036,391

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 24,013,482 26,940,194 24,173,854

 

回次
第50期

第２四半期連結
会計期間

第51期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成29年
７月１日
至平成29年
９月30日

自平成30年
７月１日
至平成30年
９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 110.11 104.13

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成30年11月14日）現在において判断したものであります。

(1)　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

①　経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業の経営成績や雇用環境の改善などを背景に、設備投資の

増加や個人消費の持ち直しがみられるなど緩やかな回復基調で推移いたしましたが、相次いで発生した自然災害や

人手不足などの経済に与える影響に留意する必要があります。海外においては、米国では雇用環境の改善や消費マ

インドの回復に加え、拡張的な財政政策の効果などから堅調に推移し、欧州では雇用環境の改善や輸出の増加を背

景に緩やかな景気回復が継続しておりますが、一方で、米中貿易摩擦、新興国経済の動向や原油高などにより先行

き不透明な状況で推移しております。

当社グループの属する電子部品業界におきましては、携帯情報端末の普及一巡や買い替えサイクルの長期化など

により在庫調整の動きがみられましたが、車載向け部品や産業機器向け部品の需要拡大により緩やかながら成長を

維持しております。

このような情勢のなかで、当社グループは、集積回路の新製品ラインの構築に向けてのクリーンルーム化工事や

生産設備の入換えなどにより、当連結会計年度の第１四半期に稼働率の低下があったため、売上高・利益において

前年同期実績を下回りました。業績予想に対しては、自動化による効率化と生産数量増加によるスケールメリッ

ト、円安による為替差益等により利益面において上回る結果となりました。

当第２四半期連結累計期間の連結売上高は22,883百万円（前年同期比897百万円減、3.8%減）、営業利益は2,629

百万円（前年同期比858百万円減、24.6%減）、経常利益は2,946百万円（前年同期比699百万円減、19.2%減）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は2,010百万円（前年同期比560百万円減、21.8%減）となりました。

当社グループの製品の種類別区分ごとの売上高でありますが、集積回路は、前倒し受注により生産数量は計画に

対し増加したものの、機種構成の変動により売上平均単価が下落したため19,702百万円（前年同期比1,324百万円

減、6.3%減）となりました。機能部品は、サーマルプリントヘッドの受注が増加したため3,118百万円（前年同期

比443百万円増、16.6%増）となりました。

②　財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の資産の部につきましては、現金及び預金、受取手形及び売掛金など流動資産の増

加、建物及び構築物など有形固定資産の増加により59,612百万円（前連結会計年度末比2,663百万円増）となりま

した。負債の部につきましては、電子記録債務など流動負債の増加、長期借入金の増加による固定負債の増加によ

り12,371百万円（前連結会計年度末比998百万円増）となりました。これらの結果、純資産の部は47,241百万円

（前連結会計年度末比1,664百万円増）、自己資本比率は79.2%となりました。

③　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、26,940百万円とな

り、前連結会計年度末と比較して2,766百万円の増加となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は3,979百万円（前年同期の増加した資金は4,759百万円）となりました。主な資

金増加の要因は、税金等調整前四半期純利益2,945百万円、減価償却費1,520百万円、その他の負債の増加額581百

万円等であり、主な資金減少の要因は、法人税等の支払額888百万円、売上債権の増加額416百万円等によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は1,146百万円（前年同期の減少した資金は2,139百万円）となりました。主な資

金増加の要因は、定期預金の払戻による収入1,128百万円等であり、主な資金減少の要因は、有形固定資産の取得

による支出2,253百万円、無形固定資産の取得による支出10百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は164百万円（前年同期の減少した資金は681百万円）となりました。資金増加の

要因は、長短借入れによる収入1,200百万円であり、資金減少の要因は、長短借入金の返済による支出825百万円、

リース債務の返済による支出190百万円、配当金の支払額347百万円によるものであります。
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(2)　経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3)　業務上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、682百万円であります。なお、当第

２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

EDINET提出書類

アオイ電子株式会社(E02051)

四半期報告書

 4/18



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,600,000

計 40,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 12,000,000 12,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 12,000,000 － 4,545,500 － 5,790,950
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大西 通義 香川県高松市 2,262 18.85

大西 以知郎 香川県高松市 2,117 17.65

公益財団法人 大西・アオイ記念財団 香川県高松市上林町148 1,300 10.83

アオイコーポレーション有限会社 香川県高松市番町２－11－19 1,150 9.58

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 683 5.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 674 5.62

J.P.MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 380578

（常任代理人 株式会社みずほ銀行）

European Bank and Business

Center 6. Route de Treves, L-

2633 Senningerberg, LUXEMBOURG

（東京都港区港南２－15－１）

491 4.09

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 350 2.92

日亜化学工業株式会社 徳島県阿南市上中町岡491－100 221 1.85

大西　暁子 香川県高松市 209 1.74

計 － 9,460 78.84

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,997,200 119,972 －

単元未満株式 普通株式     2,100 － －

発行済株式総数 　　　　 12,000,000 － －

総株主の議決権 － 119,972 －
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②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数 (株)

他人名義所有
株式数 (株)

所有株式数の
合計 (株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アオイ電子株式会社
香川県高松市

香西南町455-1
700 － 700 0.01

計 － 700 － 700 0.01

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について監査法人ラットランドによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,302,554 26,940,194

受取手形及び売掛金 10,447,243 10,995,230

電子記録債権 910,769 778,945

商品及び製品 75,740 129,827

仕掛品 775,390 805,959

原材料及び貯蔵品 1,093,799 1,194,853

前払費用 63,640 75,933

その他 393,579 103,358

貸倒引当金 △13,962 △14,121

流動資産合計 39,048,755 41,010,180

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 16,354,577 17,821,318

減価償却累計額及び減損損失累計額 △12,141,998 △12,566,020

建物及び構築物（純額） 4,212,578 5,255,297

機械装置及び運搬具 42,030,379 42,846,745

減価償却累計額及び減損損失累計額 △38,663,006 △39,304,836

機械装置及び運搬具（純額） 3,367,372 3,541,908

工具、器具及び備品 7,414,427 7,487,748

減価償却累計額及び減損損失累計額 △7,060,473 △7,129,893

工具、器具及び備品（純額） 353,954 357,855

土地 3,384,211 3,384,211

リース資産 279,514 295,864

減価償却累計額及び減損損失累計額 △125,936 △140,538

リース資産（純額） 153,577 155,326

建設仮勘定 2,122,433 1,583,462

有形固定資産合計 13,594,128 14,278,061

無形固定資産   

のれん 187,086 180,744

その他 271,151 252,633

無形固定資産合計 458,237 433,378

投資その他の資産   

投資有価証券 2,461,183 2,481,742

退職給付に係る資産 34,863 34,360

繰延税金資産 910,660 938,087

その他 441,678 437,018

投資その他の資産合計 3,848,386 3,891,208

固定資産合計 17,900,752 18,602,649

資産合計 56,949,508 59,612,829
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 3,073,324 ※ 3,024,570

電子記録債務 ※ 1,726,075 ※ 2,050,454

短期借入金 190,000 190,000

1年内返済予定の長期借入金 322,248 264,612

リース債務 56,590 59,154

未払金 1,981,356 2,060,917

未払法人税等 1,021,089 1,078,655

賞与引当金 832,657 816,420

その他 ※ 944,118 ※ 1,268,305

流動負債合計 10,147,459 10,813,090

固定負債   

長期借入金 403,065 835,259

リース債務 108,075 106,842

繰延税金負債 77,392 62,537

役員退職慰労引当金 21,834 21,834

退職給付に係る負債 405,891 383,175

資産除去債務 27,016 27,088

その他 182,280 121,922

固定負債合計 1,225,556 1,558,659

負債合計 11,373,015 12,371,749

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,545,500 4,545,500

資本剰余金 5,790,950 5,790,950

利益剰余金 35,283,085 36,945,163

自己株式 △1,419 △1,419

株主資本合計 45,618,116 47,280,194

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 148,357 152,562

退職給付に係る調整累計額 △189,980 △191,677

その他の包括利益累計額合計 △41,623 △39,114

純資産合計 45,576,492 47,241,079

負債純資産合計 56,949,508 59,612,829
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 23,780,694 22,883,266

売上原価 18,104,594 18,256,573

売上総利益 5,676,100 4,626,692

販売費及び一般管理費 ※ 2,188,905 ※ 1,997,660

営業利益 3,487,195 2,629,032

営業外収益   

受取利息 9,496 10,008

受取配当金 5,129 5,690

受取技術料 25,842 46,438

受取補償金 41,097 802

為替差益 38,941 186,224

持分法による投資利益 18,577 31,511

その他 48,809 69,510

営業外収益合計 187,895 350,186

営業外費用   

支払利息 6,542 4,955

支払補償費 3,273 8,960

貸与資産減価償却費 14,098 13,802

その他 5,025 5,118

営業外費用合計 28,939 32,836

経常利益 3,646,150 2,946,381

特別利益   

固定資産売却益 973 62

特別利益合計 973 62

特別損失   

固定資産除却損 54,536 860

特別損失合計 54,536 860

税金等調整前四半期純利益 3,592,587 2,945,584

法人税、住民税及び事業税 1,108,301 980,099

法人税等調整額 △86,568 △44,573

法人税等合計 1,021,732 935,526

四半期純利益 2,570,855 2,010,057

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,570,855 2,010,057
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 2,570,855 2,010,057

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 18,054 4,205

退職給付に係る調整額 16,523 △1,696

その他の包括利益合計 34,578 2,508

四半期包括利益 2,605,433 2,012,566

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,605,433 2,012,566

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,592,587 2,945,584

減価償却費 1,314,202 1,520,796

その他の償却額 33,022 37,616

のれん償却額 6,341 6,341

固定資産売却損益（△は益） △973 △62

固定資産除却損 54,536 860

貸倒引当金の増減額（△は減少） 106,224 158

賞与引当金の増減額（△は減少） 72,631 △16,236

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 9,838 △10,988

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,969 △13,272

受取利息及び受取配当金 △14,626 △15,699

支払利息 6,542 4,955

為替差損益（△は益） △21,370 △97,964

持分法による投資損益（△は益） △18,577 △31,511

売上債権の増減額（△は増加） △1,236,961 △416,161

たな卸資産の増減額（△は増加） △121,564 △185,710

その他の資産の増減額（△は増加） △24,736 253,621

仕入債務の増減額（△は減少） 757,877 275,746

その他の負債の増減額（△は減少） 767,959 581,135

小計 5,280,984 4,839,209

利息及び配当金の受取額 40,845 32,830

利息の支払額 △6,246 △4,893

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △556,189 △888,141

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,759,394 3,979,004

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 - 1,128,700

有形固定資産の取得による支出 △2,041,985 △2,253,135

有形固定資産の売却による収入 2,415 78

有形固定資産の除却による支出 △757 △553

無形固定資産の取得による支出 △84,465 △10,436

差入保証金の回収による収入 230 46

その他の支出 △15,410 △11,028

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,139,972 △1,146,329

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 570,000 570,000

短期借入金の返済による支出 △570,000 △570,000

長期借入れによる収入 - 630,000

長期借入金の返済による支出 △229,594 △255,442

リース債務の返済による支出 △127,547 △190,878

配当金の支払額 △323,981 △347,979

財務活動によるキャッシュ・フロー △681,122 △164,300

現金及び現金同等物に係る換算差額 21,370 97,964

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,959,670 2,766,340

現金及び現金同等物の期首残高 22,053,811 24,173,854

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 24,013,482 ※ 26,940,194
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

支払手形 63,335千円 90,808千円

電子記録債務 66,736 111,071

流動負債その他（設備関係支払手形） 1,276 3,710

流動負債その他（設備関係電子記録債務） 1,339 7,897

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

運賃諸掛 80,288千円 88,657千円

役員給与 131,583 132,390

従業員給与手当 418,604 373,717

従業員賞与 △5,126 15,185

賞与引当金繰入額 40,669 58,631

退職給付費用 12,835 11,451

研究開発費 655,539 682,522

減価償却費 22,732 33,126

電算処理費 71,986 70,199

貸倒引当金繰入額 106,224 158

 

EDINET提出書類

アオイ電子株式会社(E02051)

四半期報告書

14/18



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 25,142,182千円 26,940,194千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,128,700 －

現金及び現金同等物 24,013,482 26,940,194

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

１　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 323,981 27  平成29年３月31日  平成29年６月29日 利益剰余金

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月27日

取締役会
普通株式 323,981 27  平成29年９月30日  平成29年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年９月30日）

１　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 347,979 29  平成30年３月31日  平成30年６月28日 利益剰余金

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月26日

取締役会
普通株式 323,981 27  平成30年９月30日  平成30年12月３日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

当社グループは、電気・電子部品の製造販売を事業内容とする単一セグメントであり、当社グループ全体で包

括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。よって、セグメント情報の記載は省略しております。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

 １株当たり四半期純利益 214円25銭 167円51銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
2,570,855 2,010,057

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
2,570,855 2,010,057

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,999 11,999

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………323,981千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………27円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日………平成30年12月３日

（注）　平成30年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書  

  

   平成30年11月６日  

     

アオイ電子株式会社     

取締役会　御中     

    

     

 監査法人　ラットランド  

     

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 谷 口　　 貢 　　印  

     

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 美 藤　直 人 　　印  

     

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアオイ電子株式
会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平
成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ
シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アオイ電子株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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